
 
 
                     
   

 
 
 
 
 
 
 
            
 

１ 歳入・歳出予算等の推移（一般会計） 

 《付 属 資 料》 
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○ 予 算 規 模 《当初予算ベース（H26は６月補正後予算ベース）》 

○ 県 税 収 入    《Ｈ26までは決算額、Ｈ27は見込額、Ｈ28は当初予算額》 

三位一体の改革による税源移譲（所得税⇒住民税：Ｈ19～） 
三位一体の改革による税源移譲（所得税⇒住民税：Ｈ19～） 三位一体の改革による税源移譲（所得税⇒住民税：Ｈ19～） 

7,923 7,784 
7,628 

7,457 7,305 
7,208 

7,102 7,141 7,112 

7,464 

6,952 6,933 6,866 
7,066 7,026 

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円 

年度 

三位一体の改革による税源移譲（所得税⇒住民税：Ｈ19～） 三位一体の改革による税源移譲（所得税⇒住民税：Ｈ19～） 

1,432 1,380 
1,517 

1,653 
1,775 

2,013 
1,905 

1,534 1,462 1,465 1,471 1,522 1,601 

1,753 1,786 

383 379 
479 

597 659 686 606 

336 269 281 284 320 340 354 393 
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円 

年度 

県税 うち法人二税 

三位一体の改革による税源移譲（所得税⇒住民税：Ｈ19～） 



                        
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

三位一体の改革による削減（Ｈ16～18） 

※臨時財政対策債：国の地方財政対策により、地方交付税の振替措置として発行する県債（H13～） 
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○ 国 庫 支 出 金 

○ 地 方 交 付 税  

《当初予算ベース（H26は６月補正後予算ベース）》 

《当初予算ベース（H26は６月補正後予算ベース）》 

三位一体の改革による削減（Ｈ16～18） 三位一体の改革による削減（Ｈ16～18） 

三位一体の改革による削減（Ｈ16～18） 

2,100 
1,980 1,890 1,810 

1,670 1,580 1,586 1,650 1,671 1,760 1,760 1,730 1,720 1,734 1,714 

2,330 2,400 2,190 

2,040 
1,870 1,767 1,814 

2,138 
2,330 2,277 2,270 2,263 2,200 

2,095 2,032 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円 

年度 

地方交付税 交付税＋臨時財政対策債 

三位一体の改革による削減（Ｈ16～18） 

1,490 
1,350 1,311 

1,151 
987 946 899 876 832 809 809 830 771 814 811 

0
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2,000
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億円 

年度 

三位一体の改革による削減（Ｈ16～18） 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

※一般分：公共事業等の財源に充当するため発行する県債 
※特別分：地方交付税の振替措置等として発行する県債（臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債） 
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○ 県 債 発 行 額  

○ 公共事業関係費  《当初予算ベース（H26は６月補正後予算ベース）》 

《当初予算ベース（H26は６月補正後予算ベース）》 

978 

1,143 
1,027 

960 910 
831 

897 

1,115 
1,245 

1,188 
1,097 

1,038 
958 

881 854 

727 692 690 711 693 644 

669 627 

586 

566 550 

504 478 

520 536 

251 
451 

337 
249 217 187 228 488 

659 

517 510 

533 480 

361 
318 

0

500

1,000

1,500

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円 

年度 

県債 うち一般分 うち特別分 

1,660 1,580 
1,450 1,365 1,278 

1,218 1,187 1,103 
908 863 870 851 

731 730 721 

1,308 1,263 
1,196 1,131 1,061 1,023 1,017 942 

779 725 726 736 
623 623 613 

352 317 
254 233 217 195 170 161 129 138 144 115 108 107 108 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円 

年度 

公共事業関係費 うち補助・直轄 うち単独公共 
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○ 基 金 残 高  

○ 公 債 費  《当初予算ベース（H26は６月補正後予算ベース）》 

《Ｈ26までは決算額、Ｈ27は見込額、Ｈ28は当初予算ベース》 

  ※財源調整用基金（財政調整基金、減債 
    基金、大規模事業基金）の合計額 

  ※財源調整用基金（財政調整基金、減債 
    基金、大規模事業基金）の合計額 

  ※財源調整用基金（財政調整基金、減債 
    基金、大規模事業基金）の合計額 

991 1,029 
1,107 

1,047 1,000 996 986 1,010 1,044 1,071 1,101 1,117 1,154 1,157 1,131 

0

500

1,000

1,500

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円 

年度 

485 

562 
517 483 

436 

283 

136 117 

368 

236 
197 

240 
152 143 

73 

0

200

400

600

800

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円 

年度 

  ※財源調整用基金（財政調整基金、減債 
    基金、大規模事業基金）の合計額 



9,745 9,728 9,561 9,482 9,452 9,248 9,175 9,152 9,027 8,794 8,509 8,236 7,971 7,690 7,604 

856 1,294 1,575 1,785 1,951 2,086 2,329 2,794 3,336 3,728 4,140 4,498 
4,745 4,939 5,027 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
年度 

緊急防災・減災事業債 
三セク債 
特 別 分 
一 般 分 

9,745 9,728 9,561 9,482 9,452 9,248 9,175 9,152 9,027 8,794 8,509 8,236 7,971 7,690 7,604 

856 1,294 1,575 1,785 1,951 2,086 2,329 2,794 3,336 3,728 4,140 4,498 
4,745 4,939 5,027 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 年度 

緊急防災・減災事業債 
三セク債 
特 別 分 
一 般 分 

２ 県債残高の推移（一般会計） 
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億円 

18 
58 64 

45 33 
45 

48 
51 

※H13末～26末は決算、27末は決算見込、28末は当初予算ベース。 

※H19に、港湾整備特別会計を設置したことから、197億円の県債を一般会計から港湾整備事業特別会計に移行。 

43 

39 

（単位 億円） 

Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

10,601 11,022 11,136 11,267 11,403 11,334 11,504 11,946 12,363 12,604 12,740 12,833 12,806 12,711 12,699

(527) (421) (114) (131) (136) (▲69) (170) (442) (417) (241) (136) (93) (▲27) (▲95) (▲12)

856 1,294 1,575 1,785 1,951 2,086 2,329 2,794 3,336 3,728 4,140 4,498 4,745 4,939 5,027

(263) (438) (281) (210) (166) (135) (243) (465) (542) (392) (412) (358) (247) (194) (88)

9,745 9,728 9,561 9,482 9,452 9,248 9,175 9,152 9,027 8,794 8,509 8,236 7,971 7,690 7,604

(264) (▲17) (▲167) (▲79) (▲30) (▲204) (▲73) (▲23) (▲125) (▲233) (▲285) (▲273) (▲265) (▲281) (▲86)

う　ち

一般分

う　ち

特別分

区 分

県債残高

一般分残高のピーク(Ｈ14) 

32 

36 
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３ 財政収支の見通し（一般会計） 

【試算の前提条件】

　　平成27年度は、当初予算額を計上。平成28年度以降は、以下の手法により推計。

１　歳　　入 (単位　億円)

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29  １　歳　　入 ※消費税増税（8％→10％）は、H29.4月導入として試算

2,524 2,547 2,692 　国の「中長期の経済財政に関する試算｣ (平成26年７月25日内閣府）

1,738 1,738 1,738 に示された名目経済成長率に、弾性値0.5を用いて試算。

815 828 830 　なお、地方消費税は、税率引上げ後の段階的な税収増を考慮。

881 897 887 27年度 28年度 29年度

361 361 361 2.8％ 2.1％ 1.6％

1,059 1,050 1,050 　国の「中期財政計画｣ (平成25年８月８日閣議了解) を踏まえ、平成

7,017 7,060 7,197 28年度以降の地方一般財源総額は、地方消費税増収分を除き、実質的

Ａ 4,751 4,773 4,919 に平成27年度と同水準が維持されることを前提に、地方交付税・臨時

財政対策債ともに平成27年度と同額で試算。

２　歳　　出 (単位　億円) 　平成27年度当初予算額をベースに、歳出連動で試算。

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4,220 4,285 4,386 　平成27年度地方債計画に基づく充当見込み（対象事業、充当率等)

1,812 1,824 1,804 を踏まえ、歳出連動で試算。

177 189 184  ２　歳　　出

453 471 477 　職員給与費は、平成26年度人事委員会勧告及び今後の定員の状況等

1,157 1,184 1,184 を勘案して試算。

266 291 322 　退職手当は、退職見込人員の積上げにより試算。

798 806 922 　平成27年度当初予算額をベースに、平成27年度厚生労働省予算案に

900 909 907 おける社会保障関係費の対前年度伸び率（＋2.6％）等を勘案して試算。

1,947 1,949 1,941 　既往債分の積上額に、毎年度の新規発行見込み分に係る元利償還金

7,067 7,143 7,234 （年利率2.1％と仮定）を加えて試算。

4,801 4,856 4,956 　公共事業関係費は、｢平成27年度地方財政収支見通しの概要｣

 (平成27年１月14日総務省) における投資的経費の対前年対伸び率

３　収　　支（歳入－歳出） (単位　億円) （±0.0％）により試算。

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 　県営建築事業費で、計画的に整備を進めている事業は、積み上げ。

　税関係交付金は、それぞれの税目の税収に連動して試算。

　社会保障関係費については、所要見込額を積み上げで試算。

▲166 ▲115 　その他は、平成27年度当初予算同額を計上。

中期的な財政収支の見通し（Ｈ27～Ｈ29）

名目経済成長率(名目ＧＤＰ)

区　　　　　分

そ の 他 の 収 入

県債(臨財債以外)

③ 公 債 費

投 資 的 経 費④

⑤ そ の 他 の 経 費

① 人 件 費

② 扶 助 費

臨時財政対策債

③ 国 庫 支 出 金 ・

④

① 県 税 ・

地 方 譲 与 税

② 地 方 交 付 税 ・

（ 歳入Ａ － 歳出Ｂ ）

※退職手当債を発行しない場合

(注)ここに計上された計数は、試算に当たっての前提条件に応じて変化するものである。

要　 調 　整 　額
▲50 ▲83 ▲37

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合　　　　計

う ち 一 般 財 源 Ｂ

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 分

税 関 係 交 付 金

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

そ の 他 の 収 入

合　　　　計

う ち 一 般 財 源

区　　　　分

義 務 的 な 経 費

区　　　　分

区　　　　分

県 税 ・ 地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税 等

国 庫 支 出 金

県 債

人 件 費

う ち 退 職 手 当

扶 助 費

公 債 費

【試算の前提条件】

　　平成28年度は、当初予算額を計上。平成29年度は、以下の手法により推計。

１　歳　　入 (単位　億円)

Ｈ28 Ｈ29  １　歳　　入

2,539 2,601 　経済成長等に伴う税収変動については反映してない。

1,719 1,719 　※㉘当初予算ベースで固定

811 814 　ただし、消費税増税（8％→10％）はH29.4月導入とし、増収分を加算。

854 845 　29年度の地方一般財源総額は、28年度と同水準が確保されることを

318 314 前提に、県税・地方交付税・臨時財政対策債の合計額（税関係交付金

1,033 973 控除後)が平成28年度と同額となるよう試算。

6,956 6,953 　28年度当初予算額をベースに、歳出連動で試算。

Ａ 4,738 4,732

　退職手当債・行政改革推進債については、発行可能見込額で試算。

２　歳　　出 (単位　億円) 　その他は、28年度当初予算をベースに歳出連動で試算。

Ｈ28 Ｈ29

4,196 4,222  ２　歳　　出

1,817 1,806 　職員給与費は、平成27年度人事委員会勧告及び今後の定員の状況等

189 181 を勘案して試算。

447 460 　退職手当は、退職見込人員の積上げにより試算。

1,131 1,097 　平成28年度当初予算額をベースに、平成28年度厚生労働省予算案に

270 291 おける社会保障関係費の対前年度伸び率（＋1.4％）等を勘案して試算。

801 859 　既往債分の積上額に、毎年度の新規発行見込み分に係る元利償還金

906 924 （年利率1.7％と仮定）を加えて試算。　

1,924 1,940 　公共事業関係費は、平成28年度当初予算同額で試算。

7,026 7,087 　県営建築事業費で、計画的に整備を進めている事業は、積み上げ。

4,808 4,866 　税関係交付金は、それぞれの税目の税収に連動して試算。

　社会保障関係費については、所要見込額を積み上げで試算。

３　収　　支（歳入－歳出） (単位　億円) 　その他は、平成28年度当初予算同額を計上。

Ｈ28 Ｈ29

④

臨時財政対策債

②

投 資 的 経 費

③

②

③ 公 債 費

国 庫 支 出 金・

① 人 件 費

区　　　　分

区　　　　分

県 税 ・ 地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税 等

国 庫 支 出 金

県 債

人 件 費

う ち 退 職 手 当

扶 助 費

公 債 費

合　　　　計

う ち 一 般 財 源 Ｂ

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 分

税 関 係 交 付 金

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

そ の 他 の 収 入

合　　　　計

う ち 一 般 財 源

区　　　　分

義 務 的 な 経 費

（ 歳入Ａ － 歳出Ｂ ）

(注)ここに計上された計数は、試算に当たっての前提条件に応じて変化するものである。

▲70 ▲134

財政収支の見通し（Ｈ28～Ｈ29）

県債(臨財債以外)

⑤ そ の 他 の 経費

扶 助 費

地 方 交 付 税・

そ の 他 の 収入

④

① 県 税 ・

地 方 譲 与 税

要　 調 　整 　額

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費



４ 特別会計予算 
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（単位　千円） （単位　千円）

会　計　名
平 成 28 年度
当 初

Ａ

平 成 27 年度
当 初

Ｂ

増　　減

Ａ － Ｂ
会　計　名

平 成 28 年度
当 初

Ａ

平 成 27 年度
当 初

Ｂ

増　　減

Ａ － Ｂ

母子父子寡婦福祉資金 291,702 542,896 ▲ 251,194 土 地 取 得 事 業 258,088 300,339 ▲ 42,251

中 小 企 業
近 代 化 資 金

999,246 3,061,957 ▲ 2,062,711 流 域 下 水 道 事 業 1,784,093 1,964,381 ▲ 180,288

下 関 漁 港
地 方 卸 売 市 場

540,634 542,925 ▲ 2,291 公 債 管 理 155,557,902 151,977,275 3,580,627

林 業 ・ 木 材 産 業
改 善 資 金

132,428 174,503 ▲ 42,075 港 湾 整 備 事 業 3,523,268 3,619,541 ▲ 96,273

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 101,170 101,170 0
地 方 独 立 行 政 法 人
山 口 県 立 病 院 機 構

1,787,741 1,674,285 113,456

当 せ ん 金 付 証 票
発 売 事 業

4,813,490 4,858,999 ▲ 45,509 就 農 支 援 資 金 77,032 151,679 ▲ 74,647

収 入 証 紙 4,375,794 4,039,579 336,215 合　　　計 174,242,588 173,009,529 1,233,059



５ 企業会計予算 
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平成28年度 平成27年度

当 初 当 初
Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

電 気 事 業

収 益 的 収 入 1,719,513 1,692,890 26,623 電力料 1,620,923

収 益 的 支 出 1,504,396 1,564,984 ▲60,588 営業費用 1,380,876

資 本 的 収 入 1,781,517 31,317 1,750,200

資 本 的 支 出 4,689,036 2,396,218 2,292,818 一般会計貸付金 4,000,000
平瀬発電所建設費 211,000

工 業 用 水 道 事 業

収 益 的 収 入 6,809,160 6,908,024 ▲98,864 給水収益 6,030,324

収 益 的 支 出 5,910,579 6,118,669 ▲208,090 営業費用 5,497,659

資 本 的 収 入 2,094,462 1,797,291 297,171 企業債 1,500,000

資 本 的 支 出 6,870,612 4,827,374 2,043,238 一般会計貸付金 1,000,000
島田川建設費 627,069
厚東川改良費 887,665
木屋川改良費 854,096
厚狭川改良費 417,654

合　　　計 18,974,623 14,907,245 4,067,378 収益的支出及び資本的支出の合計

（単位　千円）

会　計　名
増　　減

主 な 内 容



   ◆電気事業 

企業会計当初予算   主な事業の概要 

◆工業用水道事業 

事 業 名 事  業  概  要 予 算 額 

     水力発電所リパワリング 
         推進事業 

低廉かつ安定供給性に優れた「水力発電」の供給力向上を図るため、
全国に先行し、既設水力発電所の設備更新に合わせたリパワリング(水
車ランナ、発電機コイルの改造等による出力向上)を計画的に実施 
 
[実 施 発 電 所 ] 生見川発電所、菅野発電所及び徳山発電所(H28～37) 
[実施内容(H28)]供給力増強調査(生見川発電所、菅野発電所) 
[出力向上見込]1,140kW(約5％の出力向上) 

76,000 

事 業 名 事  業  概  要 予 算 額 

        工業用水利活用設備設置 
    支援事業 

企業立地の促進や工業用水の需要開拓を図るため、工業用水の導入や
拡大利用に伴う初期設備投資を支援        
 
[拡]工水引込管設置支援 
  地区内での支援のアンバランス解消を図るため、県と同様の制度 
      を設ける市(下関市:県が卸供給)の助成額の一部を支援  
[新]水処理(浄水)設備等設置支援 
  医療、食品分野等での工業用水の利用拡大を図るため、水処理設 
      備設置費用の一部を支援  

70,000 

新 

（単位 千円） 

（単位 千円） 

新 

                                                        －  55  －                                     山 口 県    


